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『犯罪白書』で述べられる「精神障害者等」による犯罪
―昭和３５～平成２８年版『犯罪白書』全５７冊の分析―
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Crime by Mental Disorder is Reflected by the“Crime White Paper”
―All ５７ Books from １９６０～２０１６. A“Crime White Paper”Analysis―
Yuka KANAZAWA
（Department of Social Work, Faculty of Human and Social Studies）
Abstract
In １９６０, the“crime white paper”first acknowledged crime by mental disorders.　Many inter-
disciplinary studies quoted in past“crime white papers”mainly focused on criminal law or medical 
care or welfare etc.　Comparing mental disorder crime rates to general criminal crime, it was pointed 
out that the mental disorder crime rate was lower than the general criminal crime rate.　However, 
there are mental disorder crimes which are higher than the general ones.　Analyzing crimes by 
mental disorder vs general crime was one of the important discoveries which still continue today.　
This new idea to separate the mental disorder data from the general crime data had been debated 
and talked about after the publication of this particular crime white paper.　Before １９６０, the definition 
of mental disorders was vague, unclear.　Therefore the“crime white papers”stated their observation 
without differentiating between mental disorder and general crime.　My intention in this study is 
to identify the changes in the“crime white papers”from １９６０ to ２０１６ both in definition and crime 
rate data.　Therefore I examined all ５７“crime white papers”.
Trying to remain neutral, I read each crime white paper and examined its respective definition 
and its history of process.
Key words
Crime White Paper, Mental disorder, crime
要　旨
『犯罪白書』には精神障害者による犯罪という項目がある。そして、「刑法」「医療」「福祉」を中心に
これまでに多くの学際的な研究が『犯罪白書』を引用し、精神障害者の犯罪率は一般刑法犯に比べて低
いこと、一方で特定の罪種についてはより高い犯罪率を示すことなどを指摘してきた。精神障害者によ
る犯罪は『犯罪白書』が刊行された当初より、継続して語られてきた重要項目の１つであるが、時代を
さかのぼって『犯罪白書』をみるならば、刊行当初は「精神障害」という用語が示す定義自体もあいま
いであり、一般刑法犯に占める精神障害者の比率やその罪種別の割合も示されていなかった。そこで、
本研究では、『犯罪白書』における精神障害者の定義や精神障害者による犯罪率の変遷について着目し、
全５７冊の『犯罪白書』を概観した。
『犯罪白書』を引用する場合は、本研究で明らかになった『犯罪白書』における定義や特徴を念頭に
おき、誤解や偏見を招かないよう留意する必要性があると思われた。
キーワード
犯罪白書、精神障害者、犯罪
１．は じ め に
本稿は、「精神障害者１）」による犯罪について、
『犯罪白書』を介して検討するものである。〈精
神障害者による犯罪〉についての研究は、「医療」、
「刑法」そして「福祉」を中心にこれまでに多
くの研究がなされてきた学際的なものと言うこ
とができるであろう。
筆者の関心は、『犯罪白書』が〈「精神障害者」
による犯罪〉を今日まで伝えてきたことはなぜ
か、ということに始まる。そして、先行研究で
述べられてきた事柄と鑑みて『犯罪白書』にお
ける〈「精神障害者による犯罪〉」の記載の特徴
および留意点を明らかにすることを本稿の目的
とした。
日本は、要件を満たした「精神障害者」に対
して強制的な医療を行う法制度を長年存続させ
てきた。強制的な医療を行う要件の１つが、〈精
神障害者による犯罪〉の防止である。その犯罪
について、『犯罪白書』から考察することが本
稿の大きな目的である。本稿で『犯罪白書』を
用いる理由としては、〈「精神障害者」による犯
罪〉に関する先行研究の特徴の１つが『犯罪白
書』が用いられているがその引用には注意が必
要であるからである。
先行研究において述べられてきたことは、一
般刑法犯の検挙人員のうち「精神障害者」が犯
罪を行う比率は極めて低いということ、「精神
障害者」は、特定の犯罪を行う比率が高いとい
うことであった。
しかし、特筆すべきことがある。それは、先
行研究において、『犯罪白書』を引用した〈精
神障害者による犯罪〉の検討はなされるが、〈精
神障害者による犯罪〉を述べる『犯罪白書』自
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
体を検討
・ ・ ・ ・
の対象とした研究は数少ないというこ
とである２）。
例えば、『犯罪白書』では、「精神障害者」で
はなく、「精神障害者等
・ ・ ・ ・ ・ ・
」という表現で犯罪率
等の数値を出している。両者はいかに異なるの
であろうか。また、「精神障害者等」と表現す
る意味は何であろうか。このことについて、『犯
罪白書』における精神障害者（等）という概念
と精神障害者（等）の犯罪率、これらが見立て
られた瞬間があるであろうという仮説を立てた。
２．対象と方法
『犯罪白書』には、〈精神障害者による犯罪〉
に関する項目があり、初版３５年版『犯罪白書』
より継続して述べられてきた３）。昭和３５年版（初
版）から平成２８年版の全『犯罪白書』を対象と
し、〈精神障害者による犯罪〉に関する記述のあっ
た全項目を抽出して分析した。
３．結果
３１．精神障害者の犯罪率―「精神障害者」
「精神障害者等」
多くの先行研究で述べられてきたことは、精
神障害者の犯罪率は、一般刑法犯に比べて低い
ということである。
直近の平成２８年版『犯罪白書』で確認する。
【表１】
『犯罪白書』で用いられている検挙人員数
（２３９,３５５）は、『警察白書』より用いられてい
る。【表２】
『警察白書』による検挙率を見るならば、３２.５％
と高いとは言い難いことから、一犯刑法犯と同
様に触法行為を行った精神障害者には暗数の多
さが推測される。
しかし、先行研究で言われてきたように『犯
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■表１　犯罪白書
総数区分
２３９,３５５検挙人員数（A）
３,９５０精神障害者等（B）
２,３３４　精神障害者（C）
１,６１６精神障害の疑いのある者
１.７　　B/A（％）
１.０　　C/A（％）
（平成２８年版『犯罪白書』を基に筆者作成）
罪白書』による１.７％（B/A）という「精神障害
・ ・ ・ ・
者等
・ ・
」による犯罪率は低いという見方ができる
かもしれない。
『犯罪白書』において、これまでの犯罪率
（B/A）は次のように示されている。【表３】
他方で、特筆すべきは、表１の１.０％（C/A）
という「精神障害者」の犯罪率についてである。
これが、現行法『精神保健福祉法』第５条に規
定する精神障害者
・ ・ ・ ・ ・
の犯罪率であり、前述の平成
２８年『犯罪白書』による「精神障害者等
・ ・ ・ ・ ・ ・
」の犯
罪率１.７％（B/A）とは０.７％の開きがあること
がわかる。『犯罪白書』には、C/A にあたる犯
罪率、すなわち「精神障害者」の犯罪率につい
ては記載されてきていないのである。
そこで、『警察白書』の検挙率、『犯罪白書』
を用いて検挙率とともに B/A、C/A に着目し
た。【表４】
B/A と C/A の有意差は、最大０.７最小０.４と
年度によって異なる。後述しているように犯罪
率の水増しの観点からみて、「精神障害者等
・ ・ ・ ・ ・ ・
」
（B/A）のみを記載することは注意が必要であ
るということが言えよう。
３２．特定の罪名についてはより犯罪率が高い
前記のように、多くの先行研究において、特
定の罪名についてはより犯罪率が高いというこ
とが述べられてきた。
直近の平成２８年版『犯罪白書』で確認する。 
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■表２　警察白書
総数区分
１,０９８,９６９認知件数（件）（A）
３５７,４８４検挙件数（件）（B）
２３９,３５５検挙人員（人）
３２.５検挙率（％）B/A
（平成２８年版『警察白書』）
■表３　精神障害者等（B/A）の犯罪率※１（％）
Ｓ４１年Ｓ４０年Ｓ３９年Ｓ３８年
記載なし※２記載なし記載なし
Ｓ４５年Ｓ４４年Ｓ４３年Ｓ４２年
０.２０.２記載なし記載なし
Ｓ４９年Ｓ４８年Ｓ４７年Ｓ４６年
０.８０.７０.６０.２
Ｓ５３年Ｓ５２年Ｓ５１年Ｓ５０年
０.９０.９０.９０.８
Ｓ５７年Ｓ５６年Ｓ５５年Ｓ５４年
０.７０.８０.９０.７
Ｓ６１年Ｓ６０年Ｓ５９年Ｓ５８年
０.６０.６０.６０.６
Ｈ２年Ｈ１年Ｓ６３年Ｓ６２年
０.６０.６０.６０.６
Ｈ６年Ｈ５年Ｈ４年Ｈ３年
０.６０.６０.６０.６
Ｈ１０年Ｈ９年Ｈ８年Ｈ７年
０.６記載なし０.６０.６
Ｈ１４年Ｈ１３年Ｈ１２年Ｈ１１年
０.６０.７０.６０.６
Ｈ１８年Ｈ１７年Ｈ１６年Ｈ１５年
０.６０.７０.８０.６
Ｈ２２年Ｈ２１年Ｈ２０年Ｈ１９年
０.９０.８０.８０.７
Ｈ２６年Ｈ２５年Ｈ２４年Ｈ２３年
１.４１.２１.００.９
Ｈ２８年Ｈ２７年
１.７１.５
※１　少年と成人を区別している年は、それらを合
計して計算し統一した。なお、昭和４６年版白書
から「精神障害者の疑いのある者」（現在の「精
神障害者等」が含まれている。
※２　昭和４０年版白書には、昭和３４年が１.１％、３５年
が１.７％、３６年が１.４％、３７年以降は１％に達し
ていないとおおよそでの記載がなされている
（p.６５）。上図のように昭和４０年以前の白書には
記載がなされていないことと、それ以降の数値
が０.２（昭和４４、４５、４６年）と幅があることから
ここでは、注として掲載した。
（各年『犯罪白書』をもとに作者作成）
【表５】
放火が最も高く、次いで殺人が多い。
次に、昭和４４年から平成２８年において精神障
害者にもっとも多い犯罪を示す。【表６】
精神障害者において放火や殺人の犯罪率が高
いこと、とくに放火率が高いことは歴史的にも
継続性があるという特徴がある。
４．『犯罪白書』の特徴
４１．初版昭和３５年『犯罪白書』
前述のように〈「精神障害者」による犯罪〉
に関する先行研究には長年『犯罪白書』が用い
られてきた。 しかし、『犯罪白書』がどのよう
に「精神障害者」を語ってきているのかについ
ての検討はなされていない。「精神障害者」と
「精神障害者等」の見立てを明らかにすること
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■表４　刑法犯の認知・検挙状況と精神障害者の犯罪率の推移（昭和２１～平成２７年）
注）昭和５４年版白書（本図表昭和５３年；３８１７４２）から平成５年版白書（図表平成４年；２８４９０８）まで成人と少年
を分けて記載されているが、少年と成人の合計が検挙人員と等しいことから合計して計算を記載している。
平成５年以降の白書においても成人と少年の合計の数値であると考えられる。
注）昭和５４年版白書以降（本図表５３年）から、「警察白書」刑法犯の認知人員（本図表の【A】：３８１７４２）と「犯
罪白書」の検挙人員が一致する。それ以前、昭和４４～昭和５２年の検挙人員は、「犯罪白書」による検挙人員
【A】を用いて記載している。
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■表５　罪名別精神障害者の犯罪（％）
（平成28年度版『犯罪白書』より）
■表６　精神障害者による犯罪にもっとも多い罪名
Ｓ４７年Ｓ４６年Ｓ４５年Ｓ４４年
殺人
（６.２）
放火
（６.９％）
放火
（１４.１）
放火
（１４％）
Ｓ５１年Ｓ５０年Ｓ４９年Ｓ４８年
放火
（１７.４％）
放火
（１７％）
放火
（１５.３％）
殺人
（６.２％）
Ｓ５５年Ｓ５４年Ｓ５３年Ｓ５２年
放火
（２０.３％）
放火
（１５.３％）
放火
（１６.７％）
殺人
（７.６％）
Ｓ５９年Ｓ５８年Ｓ５７年Ｓ５６年
殺人
（９.８％）
殺人
（９.３％）
殺人
（１１.６％）
殺人
（１２.４％）
Ｓ６３年Ｓ６２年Ｓ６１年Ｓ６０年
放火
（１９.７％）
放火
（１８.４％）
放火
（１７.８％）
殺人
（９.１％）
Ｈ４年Ｈ３年Ｈ２年Ｈ１年
放火
（１７.９％）
放火
（１７.４％）
放火
（１９.５％）
放火
（１９.７％）
Ｈ８年Ｈ７年Ｈ６年Ｈ５年
放火
（１７.５％）
放火
（１６.６％）
放火
（１５.７％）
放火
（２０.８％）
Ｈ１２年Ｈ１１年Ｈ１０年Ｈ９年
放火
（１４.４％）
放火
（１４.１％）
放火
（１４.４％）記載なし
Ｈ１６年Ｈ１５年Ｈ１４年Ｈ１３年
放火
（１４.３％）
放火
（１４.０％）
放火
（１１.９％）
放火
（１５.６％）
Ｈ２０年Ｈ１９年Ｈ１８年Ｈ１７年
放火
（１６.８％）
放火
（１５.２％）
放火
（１３.９％）
放火
（１１.２％）
Ｈ２４年Ｈ２３年Ｈ２２年Ｈ２１年
放火
（２２.４％）
放火
（１５.５％）
放火
（１６.８％）
放火
（１４.３％）
Ｈ２８年Ｈ２７年Ｈ２６年Ｈ２５年
放火
（２０.３％）
放火
（１７.３％）
放火
（１９.５％）
放火
（２０.１）
注）昭和３５～４３年版白書は、「精神薄弱」「精神病質
者」「精神病」ごとの犯罪と区別して検討され
ているため、「精神障害者」と統一して数値を
出している昭和４４年版白書からをまとめた。ま
た、昭和４６年版白書から「精神障害の疑いのあ
る者」（現在の「精神障害者等」）の犯罪を意味
する。
（『犯罪白書』を基に筆者作成）
を念頭に全５７冊の『犯罪白書』を概観し、〈『精
神障害者』による犯罪〉がいかに述べられてき
たのか考察する。
『犯罪白書』は、法務総合研究所が創設され
た翌年の昭和３５年から発刊されている。はじめ
に昭和３５年版『犯罪白書』が意図していたもの
を確認する必要があろう。当時、〈「精神障害者」
による犯罪〉は１つの節として記載されていた。
それは、「知能の欠格や性格偏倚、精神異常な
どが原因でおきる場合が多いので、常人には理
解できないような異常な犯罪が少なくない。」
との書き出しに始まり４）、１
　
 ．精神障害とは何
か、２
　
 ．犯罪者のうちの精神障害者の率、３
　
 ． 
精神薄弱者の犯罪、４　 ．精神病質者の犯罪、５　 ．
精神病と犯罪、と項が続いている。
また、昭和３５年版『犯罪白書』には、犯罪の
原因として「精神障害」を挙げ５）、犯罪がおき
ると、報道関係者ばかりでなく、一部の専門家
でさえ「変質者」という時代おくれ、かつ誤っ
た用語を使うことを指摘し、「遺伝」や「変質」
という言葉が正しく理解されていないことを指
摘していた６）。
そこでは、「今日まで明らかなことは、犯罪
者のうちで常習的な犯罪者に遺伝負因が比較的
濃い程度のことで、遺伝によって伝えられるも
のは、犯罪に陥りやすい素質だけである…（略）
専門的には『遺伝負因』とよばれ、血縁中の精
神病、精神病質、精神薄弱、飲酒嗜癖、犯罪な
どの存在があげられ、自殺、売春、浮浪、脳出
血などの存在を加えるものである。しかし、こ
れらの精神障害や異常行動が直接に子孫に伝え
られるということではなく、これらの異常や社
会不適応と関係の深い人格偏倚が素質として伝
えられる」としていた７）。
また、昭和３５年版『犯罪白書』についてみる
ならば、昭和３５年８月２９日に発刊された『犯罪
白書』は翌日３０日に朝日新聞と毎日新聞が記事
に取り上げられており、２
　
 紙とも法務省で初の
『犯罪白書』という見出しをつけ報じた。例え
ば、毎日新聞は、「精神障害者」の犯罪につい
て、「昭和３４年末、少年院の在院者につき調査
した結果４分の１が精神障害者であることが明
らかになった。このように精神障害者が多いこ
とは成人については保安処分としての治療処分
の必要なこと、少年院については治療設備の充
実が必要であることを物語っている。」として
いた８）。
昭和３５年版『犯罪白書』は、犯罪の原因を述
べていことからも、精神異常の原因により異常
な犯罪をおこなった「精神障害者」に対する正
しい理解を求めるものであったということがで
きよう。
４２．５７冊の『犯罪白書』における〈精神
障害者による犯罪〉の構成
本節では、昭和３５年から毎年発刊されてい
る『犯罪白書』における〈精神障害者による
犯罪〉の構成を概観する。〈精神障害者と犯
罪〉については記載のない年もあるものの、
これまでに発刊された５７冊の『犯罪白書』の
うち５２冊に取りあげられており、『犯罪白書』
の重要な１つの項目ということができよう。
この５２冊をみるならば、章として扱われて
いるのは１８冊、節として扱われているのは３４
冊ある。タイトルは、「精神障害者の犯罪（昭
和３５年版～平成１７年版白書）」、「精神障害の
ある犯罪者（平成１８年版～平成２２年版白書）」
または「精神障害のある犯罪者等（平成２３年
版～２７年版白書）」、「精神障害のある者によ
る犯罪等（平成２８年版白書）」とされている。
昭和３５年から平成３年版『犯罪白書』までは
平均１５ページ、平成４年から平成２８年版『犯罪
白書』までは平均６ページにわたり報告されて
きたことになる。また、昭和３７年度版『犯罪白
書』は、〈精神障害者による犯罪〉に重点をお
いたとされ９）４６ページとページ数が多い。文字
数の特徴をみるならば、タイトルが「精神障害
のある犯罪者」となった平成１８年版『犯罪白書』
以降は、５,０００字程度になっており、全体に占め
る割合が平成４年以降は３％未満と減少傾向に
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あることがうかがえる。また、章と節を比すれ
ば、ページ数、文字数、全体に占める割合に大
きな違いはみられない。
他方で、「精神障害者」が犯した他害行為事
件について『犯罪白書』にていかに述べられて
いるのかをみるならば、具体的に述べられてい
るものとして、昭和３９年のライシャワー事件に
ついて取り上げた昭和４０年版『犯罪白書』、平
成１３年の池田小事件について取り上げた平成１４
年版『犯罪白書』が挙げられる。
昭和４０年版『犯罪白書』には序説において
「昭和３９年３月若い１人の精神障害者がライシャ
ワー駐日アメリカ大使を傷害するという事件が
発生して世間を驚かせたが、その後も精神障害
者によるかなり凶悪な犯罪事件が時折発生しつ
つあり、いまや犯罪対策を含めて精神障害者対
策の問題は、その重要性を一般に認識されてき
た感がある。」と記されており、ライシャワー
殺傷事件のことが取り上げられている１０）。
平成１４年版『犯罪白書』には、その他におい
て「心神喪失又は心神耗弱の状態で殺人、放火
等の重大な他害行為が行われる事案については、
被害者に深刻な被害が生じるだけでなく、精神
障害を有する者がその病状のために加害者とな
る点でも、極めて不幸な事態である。このよう
な者については、必要な医療を確保し、不幸な
事態を繰り返さないようにすることにより、そ
の社会復帰を図ることが肝要であり、近時、そ
のための法整備を求める声も高まっている。」
と記されていた１１）。これが、平成１５年７月１６日
から施行されている「医療観察法」である。
４３． 「精神障害者」による犯罪や非行の数―
「精神障害者」の概念と犯罪率の見立て―
本節では、第３章１節の「精神障害者の犯罪」、
「精神障害者等の犯罪」の定義を明らかにし、
『犯罪白書』における犯罪や非行の数について
考察する。まず、昭和３５年版『犯罪白書』には、
「裁判所、検察庁、警察などで扱う犯罪者のう
ち、「精神障害者」の比率は明らかではない１２）。」
との記述がある。
昭和３７年版以降の『犯罪白書』において、現
在と同様に警察庁の統計に基づいているものに
限ってみるならば、一般刑法犯の検挙人員のう
ち精神障害者の比率は以下のように報告されて
いる。
昭和３７年版『犯罪白書』以降、犯罪者のうち
の「精神障害者」の比率を示すことが困難であ
るという表現は、昭和４２、４３、４４、４５、４６年版
『犯罪白書』にみられ１３）、得られた資料を参考に
しながら比率を出したとされている１４）。
前出表３が示しているように、昭和４７年版
『犯罪白書』以降は、比率が比較的一定である。
このことと、昭和４７年版『犯罪白書』からは昭
和４２年～４６年版『犯罪白書』にみられた比率を
示すことに対する困難性の文言が削除されてい
ることが関係しているのではないだろうか。
さらに、昭和４７年版『犯罪白書』には、もう
一つ特徴がある。それは、それまで述べられて
いた厚生省（当時）の全国調査が述べられなく
なっていることであり、前出の得られた資料と
いうのがこの全国調査のことである。昭和２９年
全国調査１５）（昭和３７年、４０年版白書）、昭和３８年
全国調査（昭和４０年、４２年、４３年、４４年、４５年、
４６年版白書）が用いられている。それぞれの
「精神障害者」とは次のようなものであった。
昭和２９年調査は、「日常臨床の経験からも、
精神障害の軽微なもの、あるいはいわゆる限界
例については、その判定がまちまちのことがし
ばしばあり、また、調査技術上、精神障害の軽
微なものは発見しにくいのみならず、判定より
も困難で均一性を期し難い…（略）…すべて精
神障害の顕著なもの、単的にいえば誰がみても
すぐに精神障害者とわかるようなもののみを拾
いあげることにした」とされていた１６）。
昭和３８年調査は、「精神医学の日常臨床上の
経験として、精神障害の軽徴なもの、あるいは
いわゆる限界例については、その判定がまちま
ちであるとはいっても、精神障害の顕著なもの
については、ほとんど常に一致した判定が下さ
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れるのであり、このことはそれを明文化するこ
とが困難であるにもかかわらず、精神障害の範
囲、各診断区分について、精神科医の間に経験
的にある共通した概念が抱かれていることを示
すものである。まず以上のような理由から、こ
の調査では調査すべき精神障害者を精神障害の
高度なものに限ることにした。…たとえば、精
神薄弱については、白痴痴愚程度のもののみ精
神薄弱者としたように、すべて精神障害の顕著
なもののみ拾い上げることにした」とされてい
た１７）。
これら２つの全国調査は、だれが見ても「精
神障害者」であること、それが高度なものを
「精神障害者」とみなしていたと言うことがで
きよう。
そして、比率には「精神障害」とはどのよう
なものなのか、という根本的かつ難題を『犯罪
白書』で取り上げたことも関係しているのでは
ないかということがうかがえた。
昭和３５年版から昭和４３年版『犯罪白書』が
「精神障害」について検討している（昭和３６、
３８、３９、４１年版白書には〈精神障害者と犯罪〉
について述べられていないため除く。）。そこに
は、「精神障害とは何か（昭和３５年版白書）」、
「精神障害の分類（昭和３７年版白書）」、「精神障
害の意義および種類（昭和４０、４２、４３年版白
書）」が検討されている。
そして、昭和４４年版『犯罪白書』からはその
ような「精神障害」についての検討はなされな
くなる。その理由として考えられることは、昭
和４３年版『犯罪白書』において「精神障害者」
が次のように統括されたことである。昭和４３年
版白書には、「外因性・器質性」と「内因性」
のすべて、および「一過性・状況性」の重症例
が同法（「精神衛生法」）にいう「精神病」にあ
たり、精神薄弱および精神病質は、同法にいう
それぞれの同名の精神障害にあたる。また、「て
んかん」「心身症」および「神経症」は、事例
ごとに原因、背景の性格、主要症状を検討して、
それぞれ「精神病」「精神薄弱」「精神病質」の
いずれかに該当するものとして取り扱われてい
る。」とされていた１８）。
この記載と表３を照合させてみると、昭和４３
年までは比率が記載されていなかったものが昭
和４４年から比率を０.２％と記載し始まっている。
よって、昭和４３年版『犯罪白書』が、『犯罪
・ ・ ・
白書』において取り扱う「精神障害
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
」を見立て
たということができよう。
当時、『犯罪白書』における「精神障害者」
とは、「精神衛生法」第３条の規定に基づくヒ
トとされている。しかし、昭和３５年版『犯罪白
書』において既に「精神衛生法の規定どおりに
精神薄弱や精神病質をまで精神障害の中に含め
るならば、法律の規定による申請の数は、もっ
と多くなるはずである。」とされており、さら
に昭和３７年版『犯罪白書』においても、「精神
衛生法の規定通りに、精神薄弱や精神病質が精
神障害者として通報されるならば通報の数はもっ
と多くなり、したがって犯罪性精神障害者の割
合も大きくならなければならない」とされてい
た１９）。
表７は、「精神衛生法」から現行法「精神保
健福祉法」までの「精神障害者」の定義の変化
をまとめたものある【表７】。この定義の変化
と表４における比率（B/A、C/A）を照合させ
るならば、定義の変化がなされた平成５年、平
成１１年、平成１７年以降の比率に大きな変化はな
い。つまり、人数は増加しているが比率（B/A、
C/A）はとりわけ上昇していないことから、全
体の検挙人員が増加したということであり、「精
神障害者」、「精神障害者等」が精神障害のない
ヒトよりも犯罪傾向が強いということはここで
も言い難いのである。
そして、第３章１節で述べた『犯罪白書』に
おける精神障害者の犯罪率（C/A）と精神障害
者等の犯罪率（B/A）の変遷は次のようになる。
【表８】前述のように昭和４３年の「精神障害者」
が見立てられて以降、昭和４４年には、精神障害
者の犯罪率（B/A）が記され、昭和４６年には
「精神障害の疑いのある者（C）」が記される。
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そして、平成５年には、「精神障害者」と「精
神障害の疑いがある者」を併せて「精神障害者
等（B）」と記されるようになった。これが、現
在の『犯罪白書』における精神障害者等の犯罪
率（B/A）である。
４４．精神障害者による犯罪の特徴
本節では、第３章２節で述べた「精神障害者」
の特定の罪名についてはより犯罪率が高いとい
うことについて、先行研究を用いて検討する。
罪名別比率は、昭和４４年版『犯罪白書』から報
告されており、「罪名別にみると、放火につい
て１４％、殺人について約５％…（略）とこれら
の罪が精神障害者によって犯される比率が高い。」
とされていた２０）。このようにもっとも多い罪名
の報告は、現在の『犯罪白書』まで存続されて
いる。前記のように平成２８年版『犯罪白書』を
みるならば、「放火（２０.３％）、及び殺人（１３.７％）
において高かった。」とされている。本節は、
罪名と精神障害の関係にとどまらず、いかに
『犯罪白書』が伝えてきたのかということにつ
いて罪名比率の検討を行った青木の研究を参考
にして検討する。
青木の比率に関する研究は２つある。まず１
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■表７　法律上の「精神障害者」の定義
精神病者（中毒性精神病者を含む。）、精神薄弱者及び精神病質者
をいう。
昭和２５年
「精神衛生法」
第３条
精神分裂病、中毒性精神病、精神薄弱、精神病質その他の精神疾
患を有する者をいう。
平成５年
「精神保健福祉法」
第３条
精神分裂病、精神作用物質による急性中毒又はその依存症、知的
障害、精神病質その他の精神疾患を有する者をいう。
平成１１年
「精神保健福祉法」
第５条
統合失調症、精神作用物質による急性中毒又はその依存症、知的
障害、精神病質その他の精神疾患を有する者をいう。
平成１７年
「精神保健福祉法」
第５条
（筆者作成）
■表８　犯罪白書上の「精神障害者」と「精神障害者等」の定義
精神障害者は「精神衛生法」第３条の規定をもとにしていたが、
申請通報のみで精神障害の内容は明らかにされていなかった。
Ｓ３５年版白書
犯罪白書における「精神障害者」の定義が記される。白書におけ
る分類による第３条に規定されている「精神病」「精神薄弱」「精
神病質」のいずれかとして扱う。
Ｓ４３年版白書
精神障害者の犯罪率、【精神障害者（B）/検挙人員（A）】が記さ
れる。※検挙人員（A）は警察庁の数値を用いる、（それ以前は法
務総合研究所の数値を使用）
Ｓ４４年版白書
「精神障害の疑いのある者（C）が記される。この年より精神障害
者の犯罪率は、「精神障害者（B）」と「精神障害の疑いのある者
（C）」の合計が用いられる。
【精神障害者の犯罪率＝（B）＋（C）／（A）】
Ｓ４６年版白書
「精神障害者」と「精神障害の疑いのある者」を「精神障害者等
（B）と新しく定義される。
【精神障害者の犯罪率＝（B）／（A）】
Ｈ５年版白書
（筆者作成）
つめの青木の研究は（以下「研究１」という。）、
昭和４９年に行った検討であり、昭和４０年から昭
和４８年版『犯罪白書』を扱っている。２　 つめの
研究は（以下「研究２」という。）、昭和５６年の
再犯状況の検討であり、昭和４６年から昭和５６年
版『犯罪白書』を扱っている。本稿では、再犯
状況は検討していないことから主に研究１を参
考にする。
青木は、法務省が出版した『刑法改正をどう
考えるか』において、「精神障害者」または「精
神障害者のうたがいのある者」と認定されたも
のの占める比率は、殺人については、６.２３％、
放火については６.２２％であって昭和３８年調査の
平均有病率１.２９％２１）をはるかに上回っている、
とされていたことに対して次のような批判をし
ている。
昭和３８年調査の『犯罪白書』における刑法犯
検挙中の精神障害者の占める比率とは、「精神
障害の疑い」の者までも含めて水増しした数に
基づいていること、裁判鑑定２２）において「精神
障害者」とされた者の数を診断基準の異なる昭
和３８年度の全国調査の数と比較していることを
指摘していた。そして、青木の結論は、『犯罪
白書』は、精神障害者は犯罪的危険性が高い存
在であるということや、障害が犯罪の原因となっ
ているかという根拠を示しているものではない
とするものであった。
つまり、青木は、本稿においても述べたよう
に昭和４０、４２、４３、４４、４５、４６年版『犯罪白書』
には昭和３８年の全国調査を資料として参考して
比率を出していること、昭和４６年版『犯罪白書』
からは「精神障害の疑いのある者」を「精神障
害者」に含んだ比率であることを指摘している
のである（なお、昭和４６年版白書は４４年の報告）。
しかし、昭和４３年版『犯罪白書』までは「精神
薄弱」、「精神病質者」、「精神病」と区分されて
いたものが、昭和４４年『犯罪白書』から「精神
障害者」と統一されていたことに注意すべきで
あろう２３）。
また、「研究２」において、青木は、昭和５２
年版『犯罪白書』から「精神障害者」と「精神
障害者等」の説明に注がつけられたことを指摘
しており、昭和５１年版以前の記載は不明として
いた。この点についてみるならば、注の初めて
の記載は、昭和５２年版『犯罪白書』である。青
木が指摘した注についてみるならば、昭和５２年
版『犯罪白書』以降、最新版である平成２８年版
『犯罪白書』まで「精神障害者」と「精神障害
者等」の注はつけられている。そして、次のよ
うな変化がみられた。【表９】
表９より昭和５２年版『犯罪白書』にある「精
神障害者」とは医療を受けているものとされて
いるが、これが精神衛生鑑定医２４）（当時）によ
る診断であるのかが疑問である。
「医療」についてみるならば、「精神衛生法」
第３条に含まれない精神神経症の患者が強制的
な入院を必要とする要件を満たした場合はどう
対応するのか、さらには、「精神薄弱者」であっ
ても「精神障害者」としての症状がない場合は、
「措置入院」や「同意入院」は適用外と考える
べきとの指摘がなされていた。
「精神衛生法」当時は、第３条に含まれない
精神神経症等の患者であってもその症状が措置
入院、同意入院等の措置をとることが当然とさ
れる程度であれば「精神障害者」として扱うと
していた。
そして、「精神保健法」は、神経症等につい
ては同様の解釈をするが、一方で、精神病に含
まれる痴呆の患者ついてもそのすべてが、その
症状にかかわりなく「精神障害者」としての取
扱いを受けるべきものと解するべきではなく、
幻覚、妄想等の精神症状があり、徘徊等の問題
行動が著しくないため、精神科医療を必要とし
ない者は、対象外とするとしていた。
歴史的経緯をみるならば、「精神薄弱者」「精
神病質者」を精神障害者に含めていることの是
非や覚せい剤の慢性中毒者の取扱いをめぐって種々
の議論があるが、定義の見直しにはなお検討を
重ねる必要があることから「精神衛生法」第３
条の改正は行われなかったことが挙げられる。
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また、「精神衛生法改正の基本的な方向につ
いて（中間メモ）（昭和６１年）」においても「精
神障害者」の定義について、「その全面的な改
正を求める意見もあるほかその範囲及び規定の
仕方など種々議論を要する点が多いことから、
引き続き傾重に検討を行っていくことが必要で
ある」とされていた。
現在は、「精神保健福祉法」第５条に「精神
障害者」は規定されているが、「精神薄弱者福
祉法（昭和３５年法律第３７号）」が施行されてい
たころのように医学的判断にとどまらないこと
がある。なぜならば、優先した判断基準とされ
ていた「精神薄弱者福祉法」が、現在は廃止さ
れているからである。つまり、現行法の「精神
障害者福祉法」第５条による「精神障害者」は
強制的な入院と直接的な関係にあるということ
になる。また、『犯罪白書』においても、「精神
保健福祉法」についての記載はなくなり、平成
１８年からは「医療観察法」についてのみ記述さ
れている。
５．お わ り に
本稿は、〈精神障害者による犯罪〉について、
『犯罪白書』を介して検討した。法制度とは別
の白書上の「精神障害者」と「精神障害者等」、
の概念の成立がうかがえた。それは、医学的診
断（判断）とも異なるものともいえるだろう。
このことは、法制度、臨床、調査、『犯罪白書』
が統一されたものではないことを示している。
つまり、「精神障害者」および「精神障害者等」
とされるヒトがいるということを『犯罪白書』
から読み取らなければならないのである。
現在、『犯罪白書』において「精神障害者」
という定義が問題とされることはなされなくなっ
ている。これが、現在の問題の一つということ
ができるであろう。
法学や社会学的な観点からみれば、前述の B/A
（％）の数値を引用することが多く、精神障害
者の犯罪率について誤解を招くおそれもある。
また、医学的な観点からみれば、狭義の精神障
害である「統合失調症」「中毒性精神病」「その
他の精神疾患」に「知的障害」と「精神病質」
を加えてこれらを「精神障害」として、〈精神
障害者（等）による犯罪率〉を算出してよいの
だろうかということが挙げられる。
精神障害者による犯罪は、一般刑法犯に比す
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■表９　注の変化
「精神障害者」とは、現に精神障害者として診断され、医療を受
けている者。精神障害の疑いのある者とは、「精神衛生法」第２４
条の規定による通告された者で精神障害者を除くもの。
Ｓ５２年版白書
「精神障害者（「精神衛生法」第３条）」は、精神鑑定医の診断に
より医療または保護の対象になる者に限るとされる。「精神障害
者の疑いのある者」について、上記「通告」から「通報」へと変
わる（その後平成２６年まで「通報」）。
Ｓ５６年版白書
「精神障害者」及び「精神障害の疑いのある者」の判断（５８年版
白書からは「判断」が区別に変わる）は、送致の時点で診断が出
ているか否かによる、との注が追記される（平成１０年まで記述）。
Ｓ５７年版白書
「２４条の規定による都道府県知事への通報」が削除され、都道府
県知事等※１ への通報と変わる。
Ｈ８年版白書
「２４条の規定による都道府県知事への通報」が再び加わる。Ｈ１２年版白書
１）「等」は誤字であると考えられる。
２）平成８年から１２年版「犯罪白書」は、「第２４条通報」が明記されていないことから、
当時の「精神保健法」でみるならば「警察官」「検察官」「保護観察所の所長」「矯
正施設の所長」とかなりの拡大解釈をすることができるとされていたことになろう。
（筆者作成）
ると低いことが予想されるが、検挙率の低さ暗
数が多いことから正確な犯罪率を把握すること
には限界がある。すなわち、精神障害者（等）
による犯罪について述べるにあたり『犯罪白書』
の数値を用いる場合は、偏見や誤解を招かない
ように留意する必要がある。
本稿では、『犯罪白書』に限って定義や犯罪
率をはじめ〈「精神障害者」による犯罪〉の検
討を行った。今後は、暗数の検討や、消防庁や
警察庁など他の一次資料も踏まえて研究を続け
ていきたい。
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注
１） 本稿では、「精神保健福祉法」にいう「精神障
害者」を指す。現行法では、「統合失調症、精神
作用物質による急性中毒又はその依存症、知的障
害、精神病質その他の神疾患を有する者」とされ
ている（第５条）。また、「精神衛生法」、「精神保
健法」は、「精神病者（中毒性精神病者を含む）」
「精神薄弱者」及び「精神病質者」である（第３条）。
２） 例えば、青木（１９７４）「犯罪白書にみる精神障
害者犯罪者の状況」、青木（１９８１）「犯罪白書にみ
る『精神障害犯罪者』の状況（その２）」―こと
にその処遇と『再犯』状況」、植松（S４２）「精神
障害者の犯罪率―「犯罪白書」の記述にちなんで」、
小野、須藤（１９８０）「精神障害者は危険か―『犯
罪白書』の分析を中心に―」、第２東京弁護士会　
刑法改正対策特別委員会編 『保安処分制度は必要
か―シンポジウムと資料―』などがある。
３） 昭和３６年、３８年、３９年、４１年、平成９年版『犯
罪白書』には記載がない。
４） 昭和３５年版『犯罪白書』p.８７
５） 同上 p.６７６８
６） 同上 p.６２
７） 同上 p.６２
８） 昭和３５年８月３０日「朝日新聞」朝刊、昭和３５年
８月３０日「毎日新聞」朝刊
９） 昭和３７年版『犯罪白書』p.１「本年度の犯罪白書
では，犯罪の動向と犯罪者の処遇に関する諸問題
を幅ひろくとりあげることとし，また，それぞれ
のテーマについての問題点を指摘することにもつ
とめた。すなわち，第一編では，…（略）…精神
障害者の犯罪について論及し，とくに精神障害者
の犯罪には重点をおいた。」との記載がある。
１０） 昭和４０年版『犯罪白書』p.５８５９ 序説にて述べ
られている。
１１） 平成１４年版『犯罪白書』p.７９　その他にて述べ
られている。
１２） 前掲４）p.８８８９
１３） 昭和４２年版『犯罪白書』p.１０５、昭和４３年版『犯
罪白書』p.２７３、昭和４４年版『犯罪白書』p.１３７、
昭和４５年版『犯罪白書」p.４８、昭和４６年版『犯罪
白書」p.５７に記載がある。
１４） 昭和４２年版『犯罪白書』p.１０５「資料を得られる
範囲」、昭和４３年版『犯罪白書』p.２７３「得られた
資料を参考にしつつ、昭和４４年版『犯罪白書』p.１３７
「得られた若干の資料を参考にしつつ」、昭和４５年
版『犯罪白書』p.４８「資料の得られる範囲で］、昭
和４６年版『犯罪白書』p.５７「得られた若干の資料
を参考にしつつ」参照。 
１５） 厚生省公衆衛生局［１９６５：３０４３頁］。
１６） 同上 p.４５９４
１７） 同上 p.３０
１８） 昭和４３年版『犯罪白書』p.２６３
１９） 昭和３７年版『犯罪白書』p.１４３
２０） 昭和４４年版『犯罪白書』p.１４０
２１） 前掲１５）p.６６６８
２２） そのまま引用しているが、おそらく精神鑑定の
ことだと考えられる。
２３） 青木は「昭和４３年以前の統計では『精神障害の
疑い』の者も含めた数が出ているかどうかも不明」
と述べているが（青木［１９７４：７３４］、数字の傾向
からすると疑いのある者も含んでいたとしている。
２４） 岡田孝之教授（東京医科歯科大学大学院教授
（犯罪精神医学、精神保健指定医）、国立研究開発
法人国立精神神経医療研究センター、精神保健研
究所、司法精神医学研究部客員教授）に質問させ
ていただいたところ、強制的な入院は、「精神鑑
定医」しかできないが、それ以外は医師であれば
可能であると理解されていた。
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